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三条市 経済部商工課

＜三条市未来経済協創タスクフォース-第１回-＞

三条市経済ビジョンとそれに基づく戦略、戦術の検討

～ものづくりのまちとしての持続的発展を目指して～
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1. 三条市未来経済協創タスクフォースの開催趣旨

時代の波に揉まれながら、進化を遂げてきた「ものづくりのま
ち」、三条。これからも時代の変化を捉え、適応し、主要産
業として「ものづくり」はこのまちをリードしていく。

一方で、三条の製造業は全国平均よりも労働生産性が低
く、出荷額も横這い、予測では労働人口も減っていくなど、
対応すべき課題も存在。

三条市未来経済協創タスクフォースは、三条の「ものづくり」
がどうありたいか、あるべきかのビジョンを掲げ、これからも
「ものづくりのまち」としてどのように稼いでいくのかを問い、
関係者が同じ方向を見てどう未来へ進んでいくかを検討す
るために設置されたものである。
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2. 検討体制

 本タスクフォースでは、ものづくりのまちとしての今後の目指すまちの姿を描くビジョンやその実現に向けた
戦略、戦術を全般的に整理、議論

 加えて、タスクフォースの内部組織として「雇用競争力強化ワーキンググループ」を設置し、目指すまちの
ビジョンを実現する上で不可欠な「人材」の確保のための方策を重点的に議論

どのような
ものづくりのまちを

目指すのか

上記を実現するための
戦略、戦術を検討

とりわけ共通の課題である
人材確保・人材育成のための戦略を重点的に検討

ビジョン
三条市未来経済協創タスクフォース で議論

雇用競争力強化ワーキンググループ で議論

[メンバー（氏名五十音順）]

岡部 美咲 氏 ㈱サカタ製作所 総務経理課主任

柏崎 亮太 氏 三条市労働環境改善・雇用競争力強化コンサルタント

金子 薫 氏 カネコ総業㈱ 代表取締役社長

小林 雅俊 氏 ㈱コロナ 総務部次長

齋藤 一成 氏 ㈱マルサ 代表取締役社長

髙橋 竜也 氏 ㈱髙儀 代表取締役社長

永井 元章 氏 三条市立大学 地域キャリアセンター長

[メンバー（氏名五十音順）]

大沼 直也 氏 ㈱スノーピーク 執行役員 商品本部長

斎藤 直人 氏 シマト工業㈱ 代表取締役社長

渋谷 恒夫 氏 三条信用金庫地域経済研究所 常勤理事

島田 哲雄 氏 三条市立大学 学部長

曽根 忠幸 氏 ㈱タダフサ 代表取締役社長

中村 純 氏 ㈱三條機械製作所 本社管理部長

長谷川直哉 氏 ㈱マルト長谷川工作所 代表取締役社長



2. 検討体制

三条市未来経済協創タスクフォース 予定スケジュール

 第1回

• ビジョンと戦略の方向性の検討

 第2回（9月上旬）

• 全体の方向性を踏まえた戦略、戦術の検討①

 第3回（9月下旬）

• 全体の方向性を踏まえた戦略、戦術の検討②

 第4回（10月上旬）

• 経済ビジョン（戦略、戦術を含む）中間とりまとめ

経済ビジョン最終とりまとめのための全体会合（11月）
※雇用競争力強化ワーキンググループとの合同会議 5
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「ウェルビーイング」を目指すことが経済成長の
目的であり、エンジン（手段）でもあるという考
えの下、その実現に向けて多様な人材が集ま
り、成長し、活躍できる環境づくりを推進

“不易流行”の

ものづくりによる生産性向上の実現

3. ビジョンと戦略

豊かにいきいきと働き、
技術力を基軸に時代とともに進化し続けるものづくりのまち

ビジョン

戦 略

持続的成長のための

ウェルビーイング戦略

ものづくりのまちのアイデンティティや通底する守
るべき価値観を核に持ちながらも、デジタル化や
DX化といった時代の変化にも適応し、ものづく
りの高度化、効率化を図ることにより、労働生
産性の向上を実現

生産性の向上により得られた原資で
人への投資（賃金、人材育成、職場環境の改善など）を

強化し、次なる成長を促進

多様な人材が活躍できる
環境づくりが更なる労働生産性の向上に寄与
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4. 本日の主な論点（ご議論いただきたい事項）

① ビジョンと戦略の是非について

② 労働生産性を上げるために実施すべき取組

 この地域の実情に合う形でものづくりの高度化、業務効率化を目指すため
にどのような取組が重要で効果的か。

 デジタル技術の活用による地場産業の高度化、最適化はどのように実現
できるか。どのようなセグメントの企業にどの分野（製造・生産管理・バック
オフィス・販売・物流など）でのDX推進を行うことが効果的と考えられる
か。

③ 人材確保（雇用競争力強化ワーキンググループでも議論）

 働き方に変化が起こっている中、三条市内の企業で働きたい、という人材
をいかに創出し、今三条市内で働いている人材もどのように働き続けてもら
うか。三条市内の企業は現状から何をどのように変革すべきなのか。

9



1. 三条市未来経済協創タスクフォースの開催趣旨

2. 検討体制等

3. ビジョンと戦略

4. 本日の主な論点（ご議論いただきたい事項）

5. 三条市の地域経済を取り巻く状況と議論の方向性の検討

（三条市の産業構造-ものづくりのまち三条の姿-）
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出所：内閣府「地域経済分析システム（RESAS）」（総務省「経済センサス－基礎調査」再編加工、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工）
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三条市

新潟県

全国

産業構造（産業大分類別・事業所数構成比）※2016年

卸売業，小売業 製造業 建設業

宿泊業，飲食サービス業 生活関連サービス業，娯楽業 サービス業（他に分類されないもの）

医療，福祉 不動産業，物品賃貸業 学術研究，専門・技術サービス業

教育，学習支援業 金融業，保険業 運輸業，郵便業

複合サービス事業 情報通信業 農業，林業

電気・ガス・熱供給・水道業 漁業 鉱業，採石業，砂利採取業

三条市 新潟県 全国

卸売業，小売業 28.1% 25.7% 25.4%

製造業 21.6% 10.2% 8.5%

建設業 9.6% 12.0% 9.2%

宿泊業，飲食サービス業 8.9% 11.9% 13.0%

生活関連サービス業，娯
楽業

8.2% 9.5% 8.8%

サービス業（他に分類さ
れないもの）

5.6% 7.3% 6.5%

医療，福祉 4.7% 6.8% 8.0%

不動産業，物品賃貸業 4.1% 4.4% 6.6%

学術研究，専門・技術
サービス業

2.6% 3.3% 4.2%

教育，学習支援業 2.1% 2.9% 3.1%

金融業，保険業 1.5% 1.5% 1.6%

運輸業，郵便業 1.3% 1.9% 2.4%

複合サービス事業 0.7% 0.8% 0.6%

情報通信業 0.5% 0.7% 1.2%

農業，林業 0.4% 1.0% 0.5%

電気・ガス・熱供給・水
道業

0.1% 0.1% 0.1%

漁業 0.0% 0.0% 0.1%

鉱業，採石業，砂利採取
業

0.0% 0.1% 0.0%

100% 100% 100%

三条市の産業構造-ものづくりのまち三条の姿-

三条市は、全国、新潟県と比較して、「卸売業,小売業」、「製造業」の割合が高
いという産業構造の特徴がある。
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金属製品製造業, 46.3%

金属製品製造業, 24.8%

金属製品製造業, 13.1%

生産用機械器具製造業, 10.6%

生産用機械器具製造業, 10.0%

生産用機械器具製造業, 8.9%

食料品製造業, 10.9%

食料品製造業, 10.8%

繊維工業, 9.7%

繊維工業, 8.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

三条市

新潟県

全国

産業構造（製造業・事業所数構成比）※2016年

金属製品製造業 生産用機械器具製造業 木材・木製品製造業（家具を除く） 鉄鋼業

プラスチック製品製造業（別掲を除く） 家具・装備品製造業 印刷・同関連業 食料品製造業

繊維工業 パルプ・紙・紙加工品製造業 その他の製造業 はん用機械器具製造業

業務用機械器具製造業 電気機械器具製造業 輸送用機械器具製造業 窯業・土石製品製造業

非鉄金属製造業 電子部品・デバイス・電子回路製造業 ゴム製品製造業 化学工業

なめし革・同製品・毛皮製造業 情報通信機械器具製造業 飲料・たばこ・飼料製造業 石油製品・石炭製品製造業

出所：内閣府「地域経済分析システム（RESAS）」（総務省「経済センサス－基礎調査」再編加工、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工） 12

三条市の産業構造-ものづくりのまち三条の姿-

とりわけ、製造業のうち約半分近くを金属製品製造業が占めており、全国、新潟
県との比較において金属製品製造業の割合が突出して高い。
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うち金属製品製造業

リーマンショックによ
る世界大不況

出所：経済産業省「工業統計調査」「経済センサス-活動調査-」 13

いざなみ景気 アベノミクス

三条市の産業構造-ものづくりのまち三条の姿-

三条市の近年の製造品出荷額に関して、

• 製造業（全業種）・・・横這い（若干上向き）

• 金属製品製造業・・・横這い（若干上向き）

（万円）



1. 三条市未来経済協創タスクフォースの開催趣旨

2. 検討体制

3. ビジョンと戦略

4. 本日の主な論点（ご議論いただきたい事項）

5. 三条市の地域経済を取り巻く状況と議論の方向性の検討

（積年の構造的課題）

• 少子高齢化・人口減少社会

• 労働生産性

• 低成長の日本

• 若年層の人口流出
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少子高齢化・人口減少社会－国内市場の縮小、働き手の減少－

日本の総人口の推移と推計

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

2025 2030 2035 2040 2045

（万人）

県央圏域の生産年齢人口の推計

（三条、燕、加茂、田上、弥彦、見附）

約13万人

約９万人

今後も少子高齢化・人口減少社会が進展。国内経済市場は縮小のスパイラル。

ここ県央圏域においても今後生産年齢人口が大きく減少し、一層、働き手の確
保が困難になるおそれ。

出所：(左) 経済産業省,第1回スマートかつ強靱な地域経済社会の実現に向けた研究会,資料4「ウィズ・ポストコロナ時代における地域経済産業政策の検討」,P2
（右）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」「日本の地域別将来推計人口」を基に作成 15



少子高齢化・人口減少社会－地場産業の人手不足－
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ハローワーク三条管内の有効求人倍率

（生産工程の職業）

有効求人数 有効求人倍率
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ハローワーク三条管内の有効求人倍率

（全職業）

有効求人数 有効求人倍率

管内の有効求人倍率は近年、恒常的に高い状況。（特に製造業系）

これは人材を求めるほどに経済活動が堅調であるという証と同時に、それに対応す
る人材が不足していることを示唆。

16出所：ハローワーク三条「雇用統計」

（求人数） （求人数）（求人倍率） （求人倍率）



このように、今後も少子高齢化・人口減少社会が進展し、労働力

人口（インプット）が減少の一途をたどる中、

これまで通りのアウトプット（生産量、生産額、付加価値額など）

を実現し、

地域経済を持続可能なものとしていくためには、

インプットに対するアウトプットを大きくすること、

すなわち、労働生産性の向上が不可欠である。
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労働生産性

労働生産性

アウトプット
（付加価値額）

インプット
（労働投入量）

労働生産性とは？

 「投入した時間や人材などの資源（＝インプット）」に対して「どれだけの成果
（＝アウトプット）を生み出せたか」を示す指標。

 「アウトプット÷インプット」の計算式で示すことができ、つまり、労働生産性の
向上は、「インプットの縮小」又は「アウトプットの拡大」によって実現される。



労働生産性-三条市、新潟県、全国の比較（製造業）-

出所：経済産業省「工業統計調査」再編加工、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工（内閣府「地域経済分析システム（RESAS）」から出力）

三条市の製造業(全業種) の労働生産性は、年々上昇傾向にあるものの、新潟
県、全国には及ばない。

労働生産性（製造業、2016年）

（万円/人）

労働生産性の推移（製造業、三条市）

（万円/人）

19

• 労働生産性＝付加価値額÷常用従業者数

• 付加価値額（従業者30人以上の場合）

＝製造品出荷額等 －（原材料使用額＋燃料使用額＋電力使用額）＋（年末在庫製造品－年初在庫製造品）＋（年末在庫半製品－年初在庫半製品）－（内国消費税額＋推計消費税額）

• 付加価値額（従業者29人以下の場合）

＝製造品出荷額等－原材料使用額等－（内国消費税額＋推計消費税額）



労働生産性-三条市、新潟県、全国の比較（金属製品製造業）-

出所：経済産業省「工業統計調査」再編加工、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工（内閣府「地域経済分析システム（RESAS）」から出力）

金属製品製造業の労働生産性も同様。（年々上昇傾向、一方で、新潟県、全
国には及ばない。）

労働生産性（金属製品製造業、2016年）

（万円/人）

労働生産性の推移（金属製品製造業、三条市）

（万円/人）
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• 労働生産性＝付加価値額÷常用従業者数

• 付加価値額（従業者30人以上の場合）

＝製造品出荷額等 －（原材料使用額＋燃料使用額＋電力使用額）＋（年末在庫製造品－年初在庫製造品）＋（年末在庫半製品－年初在庫半製品）－（内国消費税額＋推計消費税額）

• 付加価値額（従業者29人以下の場合）

＝製造品出荷額等－原材料使用額等－（内国消費税額＋推計消費税額）



労働生産性-稼ぐ力分析（製造業の類似市町村比較）-

三条市の製造業を類似他市町村と比較すると、労働生産性指数が１を上回る（＝全国
値を上回る）市町村が存在する一方、三条市は0.6程度にとどまる。

製造業に特化して大勢の人でたくさん製造しているが、一人当たりの付加価値創出は
全国値に比べて小さいということ。

出所：内閣府「地域経済分析システム（RESAS）」（総務省「経済センサス－基礎調査」再編加工、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工） 21

特化係数：

域内のある産業の比率を全国の同産業の比率と比較したもの。1.0を超えていれば、当該産業が全国に比べて特化している産業とされる。労働生産性の場合は、全国の当該産業の数値を1としたときの、ある地域の当該産業の数値。

（事業所単位の産業別従業者数割合が類似する人口5～20万人規模の自治体）



労働生産性-稼ぐ力分析（三条市の製造業）-

出所：内閣府「地域経済分析システム（RESAS）」（総務省「経済センサス－基礎調査」再編加工、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工）

食料品製造業

木材・木製品製造業（家具を除く）

家具・装備品製造業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

プラスチック製品製造業（別掲を除く）

なめし革・同製品・毛皮製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電気機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

-0.2

0

0.2

0.4
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0.8
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1.2

1.4

1.6

1.8

2

-1 1 3 5 7 9 11 13

労
働
生
産
性
指
数

特化係数（付加価値額）

稼ぐ力分析（三条市の製造業）
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製造業の業種を細分化して見ても、やはり多くの業種の労働生産性指数が１を
割り込んで（＝全国値より下回って）おり、総じて労働生産性が低い。

特化係数：

域内のある産業の比率を全国の同産業の比率と比較したもの。1.0を超えていれば、当該産業が全国に比べて特化している産業とされる。労働生産性の場合は、全国の当該産業の数値を1としたときの、ある地域の当該産業の数値。



労働生産性-デジタル化の推進の必要性-

出所：経済産業省,第2回 スマートかつ強靱な地域経済社会の実現に向けた研究会,資料6「地方中小企業によるコネクテッドDX」,アクセンチュア株式会社 藤井 篤之 23

様々なアナログによる業務プロセスが生産性の低さの温床。
労働生産性を高めるには、業務プロセスの見直しによるアナログプロセスからの脱
却、すなわち、デジタル化・DXを推進することが有用。



労働生産性-デジタル化の推進の必要性-

出所：経済産業省中小企業庁,2021年版中小企業白書・小規模企業白書概要,P8,9

業務プロセスの効率化に向けたデジタル化の推進に向けては、アナログな文化・
価値観の定着といった積年の組織的な課題が障壁となっている模様。

三条市においても同様に、市内企業のヒアリングから、取引先の関係でFAXによ
る受注が多いなど、長年の取引慣行やアナログ文化がデジタル化を阻んでいる状
況が確認された。

24



三条市には様々な加工技術を持つ企業が集積し、

多様な製品群の製造が可能

プラスチック成形
鍛造

鋳物

機械加工

金型

プレス加工

板金加工

切削・研削加工

パイプ・線材加工

溶接

研磨

鍍金
塗装・着色

熱処理

レーザー加工

プラスチック成形

セラミック加工

印刷・紙器加工

木工加工

食品加工 利器工匠具類

作業工具

建築金具

測定具

台所用品

園芸用品 農機具 住宅機器

冷暖房機器

DIY関連品

厨房用品

レジャー用品

家電用品 アウトドア用品 スポーツ用品

インテリア用品

部品加工 etc…

労働生産性-高付加価値化-

労働生産性を高めるためには、製品の高付加価値化を図ることによりアウトプット
を増大させることも重要。
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労働生産性-労働生産性向上のイメージ-

労働生産性

アウトプット
（付加価値額）

インプット
（労働投入量）

（方向性）

• デジタル化・DXの推進による業務プロセス
の効率化、最適化など

• 上記を担う人材の確保・育成

（方向性）

• 産業基盤や技術力といった三条市の強みを生
かした高付加価値化など

• 上記を担う人材の確保・育成
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労働生産性-労働生産性向上のためのシナリオ検討-

シナリオ①－インプット縮小型シナリオ（業務改善シナリオ）

設備投資やデジタル化による現場業務の効率化などによりインプット（労働投入量）
を減らしつつ、それでいてアウトプット（付加価値額）は維持することで、労働生産性の向
上が実現

シナリオ②－アウトプット拡大型シナリオ（業務改善＋高付加価値化シナリオ）

① 設備投資やデジタル化による現場業務の効率化などによりインプット（労働投入
量）を減らしつつ、それでいてアウトプット（付加価値額）は維持

② ①により捻出された人工をより付加価値の高い仕事や成長分野の仕事、あるいは
スキルアップなどにシフトし、アウトプットを拡大

 トータルのインプット（労働投入量）は維持したまま、アウトプット（付加価値額）
が拡大することにより、労働生産性の向上が実現

シナリオ⓪－労働生産性現状維持シナリオ（無策シナリオ）

何ら策（改善）を講じることなく、時代の流れのままに労働力人口の減少のあおりを受
け、インプット（労働投入量）、アウトプット（付加価値額）共に減少する産業の縮小
シナリオ（－）

労働生産性
アウトプット（付加価値額）

インプット（労働投入量）

労働生産性
アウトプット

インプット

労働生産性
アウトプット

インプット

労働生産性
アウトプット

インプット

（＋）企業、産業の存続は一定程度確保、
（－）一方、人々の暮らしの糧となる雇用が縮小する懸念

（＋）企業、産業は持続的成長、暮らしの糧となる雇用も拡大、良好＝理想シナリオ



単に労働生産性を高めるだけでなく、労働生産性の向上により稼ぎ

出した原資を働き方改革や労働環境の改善（賃金、職場環境な

ど）に適切に分配し、次の成長に向けた人材の確保・育成を図るこ

とも重要である。
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労働生産性-賃金分配に関する分析-

29
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一人当たり現金給与総額の類似市町村比較（金属製品製造業）

三条市 燕市 岐阜県関市 兵庫県三木市

出所：経済産業省「工業統計調査」「経済センサス-活動調査-」を基に作成

（万円）

新潟県 岐阜県 兵庫県

830円 851円 899円

令和元年度地域別最低賃金

三条市の金属製品製造業の１人当たり現金給与額は、他の金属加工産地と比
較しても低い。
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出所：経済産業省「工業統計調査」「経済センサス-活動調査-」を基に作成

労働生産性
（万円）
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労働生産性-賃金分配に関する分析-

三条市では、「労働生産性の向上＋分配の増大」という理想的なシナリオ※は描けていない。
（まずは、分配の原資を拡大するために、労働生産性の向上を図ることが必要）

※労働生産性の上昇により労働者1人が生み出す付加価値が増加すれば、労働分配率を一定とした場合、その付加価値
の増加分の一部は賃金に分配されるため、労働生産性の上昇と共に、賃金が上昇することになる。

理想線

理想線

労働分配率

• 労働生産性：ここでは、粗付加価値額÷従業者数で計算 • 労働分配率：ここでは、現金給与総額÷粗付加価値額で計算



低成長の日本

出所：(左) 経済産業省,第1回 産業構造審議会 経済産業政策新機軸部会,事務局説明資料,P11
(右) 経済産業省,第3回 産業構造審議会 経済産業政策新機軸部会,事務局説明資料（グローバル社会の実現について）,P2

労働生産性を高めつつ、適切な市場選択も重要。
少子高齢化・人口減少により、日本経済の世界経済に占めるシェアは低下。
また、新興国のみならず、他の先進国と比べても日本の経済成長率は低い。
今後の経済成長のためには、海外の成長市場の取り込みが不可欠。
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若年層の人口流出

三条市は、大学等への進学を契機とする市外県外への人口流出とその後の復元
力の弱さによる若年層の転出超過が顕著（特に女性）。

32

高校卒業後の転出増加

大学等卒業後の転入超過は僅か
（女性は転入超過が見られない）

三条市の世代（5歳階級）ごとの人口増減を表わした国勢調査におけるコーホート図

（前回(平成27年)調査時の年齢を今回(令和2年)調査時の年齢に置き換えて、人口の増減をグラフ化したもの）

出所：総務省「国勢調査（平成27年、令和2年）」を基に作成



「ものづくりのまち」の持続可能性を高めるために、三条市の産業構

造を踏まえつつ、若年層が選びたくなる仕事、職場をつくっていくに

は何が必要か。
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近年、経済的豊かさだけでなく、心の豊かさを重視する価値観が強

まってきていることなどを背景に、ウェルビーイング※の概念が注目を

集めている。

※経済的豊かさだけでなく、身体的、精神的、また社会的に良好な状態で、自分らしく、
幸せに生きられること。

34

三条市の事業者が、人材を確保し、収益を上げるためには、これら

の価値観を理解し、経営に取り入れていくことが必要である。



ウェルビーイングを成長戦略の核に据える富山県
（2021年～）

政府の「経済財政運営と改革の基本方針」にも明記
（2021年～）
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労働力人口が減少の一途をたどるなど、今後は人材確保競争が一

層激化することが想定される状況を踏まえると、

地域経済を持続可能なものとするための

人材の維持・確保に向けて、

ウェルビーイングを重視した労働環境を整えることが必要である。

36



1. 三条市未来経済協創タスクフォースの開催趣旨

2. 検討体制

3. ビジョンと戦略

4. 本日の主な論点（ご議論いただきたい事項）

5. 三条市の地域経済を取り巻く状況と議論の方向性の検討

（積年の構造的課題）

（人材確保の観点から注目すべき新型コロナウイルス感染症を契機に生じた様々な変化）

• 仕事への向き合い方の意識、ワークライフバランス

• 不安なこと

• 地方移住への関心
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また、新型コロナウイルス感染症を契機に、人々の仕事への向き合

い方なども変化している。

38



仕事への向き合い方の意識、ワークライフバランス

出所：内閣府,新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査（令和2年6月21日）,P10

新型コロナウイルス禍を経験する中で、「仕事への向き合い方などの意識が変化
した」との回答が5割超。

また、「仕事より生活を重視するように変化した」との回答も5割超。
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不安なこと

出所：内閣府,第4回 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査（令和3年11月1日）,P26

健康への意識、不安も高まっている。
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地方移住への関心

出所：内閣府,第2回 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査（令和2年12月24日）,P32

地方移住への関心も高まっている。

テレワークの普及により場所を問わず働くことができる環境が整ってきていること、
感染拡大で露わになった東京一極集中のリスクが影響している模様。
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